
安

広報活動や行事を通じ

心

た市民や事業者などに

の

対する防犯意識の普及

向

と啓発活動を推進する

上

とともに、自主防犯活

上

動団体

防犯対策の充実

位

の育成に努める。
・犯

政

罪に関する的確で迅速

策

な情報の提供に努める

0

とともに、市民の自主

3

的な地域活動を支援す

住

る。
・市民、事業者、

み

警察、防犯協会などと

や

の連携強化に努める。

す

・防犯灯の整備事業を

さ

進めるとともに、公共

を

施設における犯罪の抑

感

止策を検討し、実施す

じ

る。

・高齢者や交通弱

る

者の安全を確保するた

ま

め、歩道の整備や歩行

ち

空間のバリアフリー化

施

に取り組むとともに、

策

防護柵、道路
06-0

統

3 反射鏡、道路照明な

括

どの交通安全施設を整

課

備し、交通事故の発生

防

抑制に努める。

交通安

災

全の推進 ・生活道路に

防

おける安全確保のため

犯

、市民、関係機関との

課

連携により、地域の実

施

情にあった交通安全対

策

策の向上を図る。
・警

統

察、交通安全協会など

括

の関係機関と連携し、

課

全国交通安全運動や交

長

通安全教室をはじめと

名

する啓発活動に取り組

小

み、
交通安全意識とマ

泉

ナーの向上を促進する

　

。

勝巳

関連課 職員課、防災防犯課、福祉総務課、健康課、児童青少年課、道路計画課、管理課、施設建設課

関連する 東久留米市耐震改修促進計画、東久留米市地域防災計画、東久留米市国民保護計画、東久留米市業務継続計画、東久留米市安全

個別計画等 ・安心まちづくり推進計画、東久留米市交通安全計画

地震災害に強いまちづく

施

り、防災行政無線（固

策

定系）デジタル化工事

評

、防災備蓄食料等の充

価

実、空き家等対策事
予

表

定計画事業
業、街灯L

(

ED化事業

・だれもが

2

将来にわたって安全に

9

、安心してくらせるよ

年

う、災害対策の充実や

度

防犯対策の向上に努め

実

、万が一、災害に遭
施

績

策に対する
った場合で

評

も、生活が続けられる

価

ための備えを進める。

と

基本的な考え方
・市民

3

一人ひとりのもしもの

1

備えに対する意識のさ

年

らなる醸成を図ること

度

はもとより、消防・防

方

犯の関連機関や市民組

針

織
（第4次長期

との連

)

携強化を進める。
総合

１

計画より）
・交通事故

　

を未然に防止し、歩行

施

者にやさしい交通安全

策

諸施策を推進する。

基

の

本事業名（1～3） 第

概

4次長期総合計画にお

要

ける方向性
・地域防災

（

計画に基づき、防災行

第

政無線の更新・増設、

4

備蓄品の確保、防災倉

次

庫及び防災拠点の整備

長

など、地域防災体制
0

期

6-01 の強化充実に

総

努める。

災害対策の充

合

実 ・市民、事業者及び

計

関係防災機関が一体と

画

なった実効性のある総

（

合防災訓練の実施など

後

を通じ、防災意識の向

期

上に努める
とともに、

：

緊密な協力体制の確立

2

を図る。
・市内の自主

8

防災組織の育成強化を

年

図るための支援を充実

度

する。
・消防団の充実

～

・強化に努め、地域消

3

防力の向上に努める。

2

・地震による人的被害

年

・経済被害を最小限に

度

止めるため、特定緊急

）

輸送道路沿道をはじめ

に

建築物の耐震化促進に

掲

向けた取
り組みを充実

げ

する。
・市民が浸水の

る

危険性や避難場所・避

事

難経路などを事前に認

項

識できるよう、洪水ハ

）

ザードマップやパンフ

施

レットを配布す
るなど

策

普及啓発を行う。
・空

名

き家などについて、事

0

業者や土地・建物など

6

の所有者または管理者

生

に対して適切な管理を

活

求めていく。

・警察な

の

どと連携を図り、振り

安

込め詐欺に代表される

全

特殊詐欺への対策を推

・

進する。
06-02 ・



期総合計画における方向性

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

災害に備えて食料を準備している市民の割合
1 ％ - - 58. 9

(食料）

防犯上安全であると感じている市民の割合
2 ％ 66. 7 68. 3 73. 9

交通人身事故発生件数（1月～12月）
3 件 342 306 268

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

本施策を構成する事務事業数 本 43 45 40

トータルコスト 千円 2,174,181 1,934,250 1,980,734

　　　　　　　　　　　　事業費（内書き） 千円 2,094,939 1,851,652 1,889,676

　　　　　　　　　　　　人件費（内書き） 千円 79,242 82,598 91,058

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：28年度～32年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第4次長



き

歩道の拡幅、段差解消

い

などの交通安全に配慮

と

し 進めていくとともに

さ

、警察や関係機関との

れ

連携強化を図り、自転

て

車の安全走行
た道づく

れ

りを計画的に進めてい

た

くとともに、自転車の

都

安全 マナーの向上、高

内

齢者や若年者の交通安

に

全に対する意識向上に

お

向けて取り組ん
走行マ

い

ナーの向上、高齢者や

て

若年者の交通安全に対

も

する意 でいく。
識向上

直

の取り組みに努めてい

接

く必要がある。

3

的な被

４

害に加え、様々な教訓

　

を与 いる多摩直下地震

基

（M7.3）において

本

、東久留米市内では震

事

度6弱から6強の揺れ

業

えた。また平成30年

に

7月豪雨は、西日本全

つ

域に、土砂災害 が予測

い

され、死者数、建物の

て

全壊棟数、避難者数等

（

が甚大な被害となる想

1

定で
や、河川の決壊、

～

家屋の倒壊など甚大な

3

被害をもたらした ある

）

。市としては、この被

現

害想定及び各種法令改

状

正を考慮した地域防災

と

計画を
。いつ発生する

課

か分からない大地震、

題

集中豪雨や台風など 平

3

成28年2月に改訂し

1

た。引き続き、各種訓

年

練の充実、防災行政無

度

線の更新・
、大規模な

に

自然災害への備えを万

向

全にしていく必要があ

け

る 増設、備蓄品の確保

た

、防災倉庫・拠点の整

方

備、防災市民組織の育

向

成、避難行動
。 要支援

性

者の支援体制の整備、

・

建築物耐震化の促進な

東

ど、大地震に備えた防

日

災対
策の強化充実に努

本

めていく。
・また、台

大

風や集中豪雨などの激

震

化している風水害に対

災

しても、迅速な対応が

（

図れるよう防災対策の

平

強化充実に努めていく

成

。

1

・犯罪白書では、

2

刑法犯全体の認知件数

3

は減少傾向にある ・市

年

民が安全で安心して暮

3

らせるまちづくりは、

月

市民一人ひとりが防犯

1

意識を
ものの、特殊詐

1

欺については増加傾向

日

にある。特に、本市 高

）

めることが重要であり

は

、広報活動や普及啓発

、

活動を推進するととも

震

に、地域
を含む田無警

源

察署管内の特殊詐欺被

か

害は認知数、被害額と

ら

、事業者、警察、行政

遠

の連携協力の一層の充

く

実・強化に努めていく

離

。また、防
も甚大で、

・

なかなか減少しない。

大

また、市内においても

地

窃 犯灯の整備をはじめ

震

、公園などの公共施設

に

における犯罪抑止策の

お

検討などにつ
盗や侵入

け

盗などは少なからず発

る

生している。市民が安

現

全で いて推進していく

状

。
安心して暮らせるま

の

ちづくりに向けては、

被

市民一人ひとり
が防犯

害

意識を高揚させ、地域

想

、事業者、警察、行政

定

が連携
協力の強化充実

で

に努めていく必要があ

は

る。

2

・市内の交通人

、

身事故数は減少傾向に

多

あるものの、自転車 ・

摩

東久留米市交通安全計

地

画に基づき、歩道の拡

区

幅、段差解消などの交

で

通安全に
や高齢者が関

最

係する事故の割合は横

も

ばいで推移している。

被

配慮した道づくりや防

害

護柵、道路反射鏡など

が

の交通安全施設の整備

大

を計画的に
このため、



着実な計画推進に取り組む。計画の着実な推進のためには、自助

、共助、公助等の有機的な連携が前提であり、昨今の災害の多発による、各種法体系の変更も踏まえた災害に強いまちづくりの

推進に取り組んでいく。

・また防犯、交通安全対策については、所管である田無警察署ほか関係機関と連携し、啓発及び

４

対策を促進する。

６　

　

31年度の施策の位置

基

づけ 重点施策以外

本事業について（4～5）

現状と課題 31年度に向けた方向性

4

5

５　31年度に向けた施策方針

・今後も、平成28年2月に改訂した東久留米市地域防災計画の


